
－1－ 

 

東商品支発第８８号 

２０２３年８月２４日 

 

品川区長 森澤 恭子 様 

 

東京商工会議所 品川支部  

会 長 武 田 健 三 

 

中小企業・税制特別委員会委員長 

国 分 直 人 

 

まちづくり・観光特別委員会委員長 

松 本   亨 

 

令和６年度品川区中小企業振興策に関する要望 

 

当品川支部で、区内会員企業約 1,700社を対象に実施した「政策提言・政策要望ア

ンケート調査」（2022年 12月～2023年１月実施）では、2023年１－12月の業績見込

みについて、2022年業績と比較すると、「悪化」と回答した割合は 6.9ポイント減少

との結果が出ています。 

経済活動が本格化する一方で、原材料価格や電気代の高騰、資材調達難の影響が深

刻化する事業者も多く、経営環境は厳しさを増しています。 

ただ、この事態に順応すべく新規事業立ち上げや事業再構築に取り組む動きもでて

おり、ビヨンドコロナを見据えて中小企業が底力を発揮するための環境整備が求めら

れます。 

品川区では、既に中小・小規模事業者支援や区内経済活性化に対する様々な施策を

実行していますが、さらなる産業支援策の実施に向けて、令和５年度に続き令和６年

度予算につきましても、一層のご尽力をお願いします。 

この度、当品川支部では、区内会員企業の意見や、中小企業・税制特別委員会での

活発な議論を経て、本要望を決議しました。令和６年度の予算編成にあたり、下記事

項をぜひご採用いただきたく、要望します。 
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Ⅰ．企業を取り巻く環境の変化（原燃料高騰、人材不足等）への対応とスタート

アップ活性化に向けた取り組み支援 

各種補助金・助成金制度を活用しながらビヨンドコロナを見据えた事業再構築に取り

組んでいるものの、原燃料高騰や人材不足等の厳しい経営環境の中で多くの中小企業に

おいて疲弊が見受けられます。産業を根底で支え、地域経済の中核を担う区内中小企業

の体質強化に向けた事業強化支援施策を実施いただきたく要望します。 

一方で、区内経済活性化のためには、円滑な事業承継の推進とともに、スタートアッ

プ企業への継続した支援が必要です。「スタートアップに優しいまち しながわ」を目

指した取り組みを実施いただくよう要望します。 

 

１．ビヨンドコロナを見据えた事業者支援策 

 （１）事業者の成長を後押しする支援施策 

  ①事業ＰＲ・販売促進支援助成の継続・拡充（助成額等） 

②新規事業を始める際のマーケティング費用（市場調査にかかる調査費用等）に対 

する助成金制度の創設 

③全業種を対象とした新製品・新サービス開発促進助成制度の創設 

    ➢オープンイノベーションの促進に向けた新製品・サービス開発に係る諸経費（人 

件費（外注費・委託費は対象外）・試作品製作費・設備費・広報費等）の助成 

  ④助成金・補助金における補助対象期間の遡及適用制度の継続実施 

    ⑤販路開拓支援 

➢品川区主催での各種展示会・商談会等の継続実施ならびにオンライン開催等に

よる利便性・アクセス向上等 

⑥展示会出展経費助成の継続・拡充 

➢年度内での複数回申請、対象経費の拡大等による要件の緩和等 

⑦東京都「経営革新計画」の承認事業者に対する事業実施助成制度の創設 

➢計画承認後、承認書（写し）等の提出により新商品・新サービス開発費や広報

費等の経費助成（過年度承認分への遡及適用も認める） 

⑧区内小規模事業者への金融支援 

➢マル経融資制度への利子補給の継続ならびに補給率の引き上げ 

マル経融資制度は、東京商工会議所の経営指導つきの融資であることに加え、

東京信用保証協会の保証枠の残高に関係しないため、小規模事業者に対する資

金調達の円滑化と、資金調達後の経営改善における実効性の確保に有効です。

資金繰りの厳しい事業者への負担軽減のため、補給率を５割まで引上げをいた

だきたく、要望します。 
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（２）区内事業者を基軸とした各種支援施策 

①新規市場展開・業態転換支援助成の拡充 

➢区内事業者から機械装置・ソフトウェア購入した場合の助成額・助成率の 

上乗せ 

②区内事業者、あるいは、隣接区を含む事業者で構成される事業共同体等によ 

る地域全体の活性化に繋がる事業（地域ブランド化等）の助成制度創設 

➢例：事業主体者は区内事業者のうえ、区内あるいは隣接区に所在する情報 

産業・製造業・卸売業／小売業の事業者が事業共同体を形成したうえ 

での新製品開発・製品化への助成等 

  ③品川区による公共工事・事業の入札時、「パートナーシップ構築宣言」登録を 

加点項目として付与 

  ④公共工事・事業の区内中小・小規模事業者への優先的な発注 

➢備品・消耗品等発注に加え、区の成長産業であるＩＴ・情報産業や建設・重 

要インフラ関係などへの優先的な発注 

  ⑤公共工事・事業への小規模事業者・新規開業者の入札参加促進に向けた支援 

   ➢新規参入事例の公表や入札参加説明会の開催等 

   ⑥区の施設におけるオンライン化促進のためインターネット環境の整備 

   ➢区の施設のＷｉＦｉ設備の設置等（中小企業センター内会議室等） 

   ⑦品川区で新たに導入した補助金・助成金自動診断システムの周知強化、個別 

相談の拡充 

 

２．原燃料高騰等の経営環境変化への対応支援および事業継続支援 

（１）物価高騰に対する支援の強化（各種助成金の特別枠創設等） 

 （２）観光業や飲食・宿泊業等インバウンド需要回復のための設備導入に対する助成

制度の創設 

（３）急速な円安や輸送コストの急増等の事態に備え、区内メーカー・商社等を介し 

たコンパクトなサプライチェーン成立に向けた助成金の創設・マッチング支援

の実施 

（４）デジタル化等による生産性向上や、「パートナーシップ構築宣言」による取引 

適正化の一層の推進を通じた、企業が自発的に賃上げできる環境整備への支援 

➢品川区実施の各種補助金・助成金における賃金引上げ枠の創設等 

 （５）サイバーリスクへの備え 

  ①ビジネス・カタリスト派遣等サイバーセキュリティ対策のための支援強化 

  ②サイバーセキュリティ対策を行う費用に対する補助制度の創設 

（６）中小企業・小規模事業者のＭ＆Ａの理解と取り組みの促進 

   ➢商工会議所や支援機関と連携したセミナーの共催等による後継者不在の事業
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者へのＭ＆Ａなど、理解度の底上げ 

（７）カーボンニュートラル対応への支援強化 

   ➢省エネルギー対策設備更新助成金の拡充（助成上限の拡充等） 

    ➢専門家によるＣＯ２排出量計算等に関するアドバイス体制の強化 

（８）企業の環境経営の推進にあたって、社内の環境意識底上げのため東京商工会議 

所が実施するエコ検定の受験料補助の創設 

（９）各種助成金に関する申請・報告の簡素化とマイナンバー等を活用したデジタル 

化推進による支給の迅速化 

（10）各種助成金採択企業の実例情報公開の実施 

（各社の好事例が取組みの参考となるため） 

 

３．創業・スタートアップ企業への支援施策の実施 

 （１）創業計画表彰制度やコンペの実施等を通じて、革新的な創業計画を策定した事 

業者に対する創業助成制度（家賃・人件費等）の創設  

 （２）公的金融機関から実行された創業融資に対する、区からの利子補助制度の創設 

 （３）商工会議所や公的金融機関と連携した創業後のフォローアップの実施 

   ➢セミナーや相談会に加えて、交流会等の人的交流の促進 

  （４）創業塾・後継者塾等に関して東京商工会議所品川支部と連携した創業に対する 

継続したサポート体制の構築 

 （５）初等・中等教育段階でのアントレプレナーシップ教育の機会提供 

 

 

Ⅱ．概ね 5 年後を見据えた中長期的視点での政策提言 

 ビヨンドコロナに向けて徐々に経済活動が本格化している中で、人手不足が顕在化し

ており、中長期的視点を踏まえた戦略的支援が求められます。 

中小企業においては人手不足解消に向けた手段としても、ＩＴ・デジタル技術を活用

した生産性向上が急務となっています。これまでのコロナ感染拡大への対応を踏まえて、

ＩＴ導入は進んできているものの、業務効率化・競争力強化等への活用には、社内のＩ

Ｔ・デジタル人材の不足が大きな課題となっており、経営者・役員・従業員などのＩＴ

リテラシーの向上への取り組みの重要性が増しています。 

また、行政においては、デジタル手続法が施行されるなど、デジタル対応推進による

行政手続きの利便性向上・簡素化・効率化への対応が急務となっています。行政による

業務システム導入にあたっては率先して区内ベンチャー・スタートアップ企業の製品・

サービスを積極活用することで、情報産業の成長育成につなげることが有効と考えます。 

まちづくりの観点では、ＩＴ・デジタル技術の活用（オンライン）と、人と人との触

れ合いの場の創造（オフライン）を併存させていくことで、首都・東京の玄関口として
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の品川区ならではの特色を活かしたまちづくりの推進につなげることが重要です。 

厳しい経営環境が続く中小企業への的確な支援と、区内産業を活性化によって地域社

会全体の活性化とまちの魅力度を向上させるため、以下の施策を講じるよう要望します。 

 

１．区内での創業促進と区内事業者への人材流入支援 

（１）中小企業の外国人材の受入促進に資する施策の充実 

➢モンゴル高専との科学技術交流事業について展開強化、モンゴル以外の国との

各種人材交流事業の実施 

➢品川区で人材が定着するため外国語対応可能教員採用や住居環境等の整備 

（品川区教育委員会、品川国際友好協会との連携強化等） 

（２）エンジニア確保支援事業助成の継続、拡充（助成限度額、助成率） 

（３）子育て現役世代が働きやすい環境の整備と出生率向上による労働人口増加への 

支援強化 

➢柔軟な勤務体系実現のためのアドバイザー派遣や区内事業所の好事例紹介 

（４）業種を問わないスタートアップ支援事業の拡充、支援対象企業数の拡大 

➢支援機関とも連携し、創業後のフォローアップ（創業後３・５・１０年）に向

けて、事業手法・マインド醸成に寄与するセミナーの開催や、事業計画に対す

る個別のアドバイスなどによる事業成長の支援 

➢国や都も含め、創業支援制度の情報整理と発信の強化 

 

２. 区内事業者のデジタル化・ＤＸ化の推進ならびに区内情報サービス業の振興 

 （１）経営者・従業員のＩＴリテラシー向上やＩＴ・デジタル人材の活用促進に向け

た教育費や人件費等の助成制度の創設 

 （２）区内情報サービス事業者とＩＴベンチャー企業（五反田バレー等）の産業   

間交流・連携等による、技術革新とデジタル化普及に向けた支援実施 

（３）東京商工会議所と連携し、区内情報サービス事業者と区内企業のマッチング機 

会の創出 

（４）学校教育におけるＩＴリテラシー向上に向けた働きかけの実施 

 ➢ＩＴ教育の更なる導入促進と区立学校へのプログラミング教育の伝播 

 （５）行政が主体となったＩＴベンチャー企業の積極的な活用 

➢区が新たに業務システムを導入する際に区内ＩＴベンチャー企業へ優先発注 

   

３．魅力あるまちづくりの推進 

 （１）ＪＲ広町アパート跡地再開発（品川区新庁舎建設）による大井町駅周辺の 

活性化 

   行政機能を含めた周辺地域との一体的再開発により、ビジネス・スポーツ・文化・ 
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教育・行政・防災等のバランスの取れた未来志向のまちづくりの実現。特に、2027 

年完成予定の新庁舎の整備および現庁舎の跡地をはじめ、周辺地域の開発にあた 

っては、スポーツや文化振興に資する、区内外の人が集うような多目的施設の整 

備等により「人と人とを繋ぎ、にぎわいを創出する拠点」として活用されたい。 

 （２）水辺や商店街等を活用した都市型観光の推進 

➢品川区目黒川船着場を活用した観光振興 

桟橋に簡易的な区営ボート乗り場を整備の上、非動力船（手漕ぎボート、カ 

ヌー、Ｅボート、ＳＵＰ等の船舶）を試験的に設置し、観光拠点として活用 

（３）災害に強いまちづくりの推進 

  ①地震以外に感染症、台風、高潮また複数の災害が同時発生する複合災害の際の対 

策に関する住民および事業者への明示ならびに周知・啓発 

  ②事業者による災害対策を講じる際の各種費用の補助 

   ➢発電機や蓄電池の設置等に対する助成制度の創設 

  ③木造密集地域の不燃化対策ならびに同地域をはじめとした狭隘道路の整備 

  ④地域の事業所と住民が連携した防災訓練の区内全域での実施に向けた行政から 

の継続的な働きかけ 

  ⑤耐震診断および耐震工事への助成制度である耐震化支援事業について、住工共存 

の観点から事業継続のためにも中小企業の工場、事業所などへの対象拡大 

  ⑥品川区無電柱化推進計画のさらなる推進 

 （４）事業者が円滑かつ安全に事業を営むための環境整備 

  ①JR大崎駅周辺の急速な再開発により、乗降客増加による危険を回避するため、 

大崎駅の処理能力増強の働きかけの実施と JR 大崎駅・「品川産業交流支援施設

（SHIP）」間の駅直結型のデッキネットワークへの接続 

  ②品川シーサイドの再開発について、「東品川四丁目地区計画」の実現に向けた対 

策の検討  

（５）商店街の重要性を改めて明確に位置付けるまちづくりの推進 

①商店街としてのまちづくり維持のため、商店街内に集合住宅などの住居を建築

（建替を含む）する場合において、店舗を有するマンション等住居建設を促進 

➢その際、促進策として 1階部分を店舗とした場合の建築費用の一部補助 

  ②地域コミュニティの形成 

商店街で事業を営みながら商店街組織に未加入の事業者の加入促進対策の一層 

の推進 


